











































































































































































































































かについて、趣旨・目的に照して検討すべきである（最判平成 24 年 1 月
13 日（50）参照）。また、公道を原則として走れない競争用自動車を小型普
















































































である。日本では、所得税法 157 条 1 項（75）及 67 条の 2、法人税法 132 条
1 項及 64 条の 2 及 132 条の 2 及 132 条の 3、相続税法 64 条 1 項、地方税





























































































































　明治維新により政府が全国画一の法制の樹立を迫られていた明治 3 年 6
月に神田孝平の建議（105）が提出された。この建議は、新に土地の売買を許
し土地所有者に地券を交付し、地券記載の地価に応じ地租を金納させるこ









6 年 4 月 1 日の地方官会議（大蔵省達 7 号）で激論がかわされた（107）。同
年 5 月 19 日大蔵省事務総裁大隈重信より布告案が正院に提出され、7 月
28 日地租改正に関する上諭付きの太政官布告 272 号を以って地租改正條
例が発布された（108）。



































ない。最判平成 15 年 6 月 26 日は収益還元価格説を否定（116）するが、最判

























り、最判昭和 33 年 3 月 28 日（民集 12 巻 4 号 624 頁）でも合憲となった。
　北海道物産税・北海道水産税（123）にも同様の問題があるが、大蔵省達







れ、明治 4 年に専売特許税が新設され、明治 6 年に印紙税、明治 8 年に酒



































の一部の「一般所得税」が 1916 年 1 月に実施され、残る「諸所得税」も

























































































































































（21）  地方たばこ消費税は、損金扱いされるのに対し、葉たばこを 2 年以上寝か
せ且つ全量購入するため、国のとり分が減少していた。
（22）  塩の専売制は 1997 年に廃止され、しばらくたってから、塩事業センター
が設立された。平成 28 年 3 月 29 日付日本経済新聞「塩、24 年ぶり値上げ」
参照。
（23）  平成 28 年 2 月 1 日付日本経済新聞「たばこ包装『警告』大きく」参照。
各国とも WHO からの厳しい指摘に苦しんでいる。





























（38）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 10 頁、平田敬一郎発言。




（42）  明治 7 年については大蔵省主税局編「所得税百年史」4 頁。
  　明治 17 年ルードルフ「収入税法律案」については、牛込努「明治 20 年所









（50）  民集 66 巻 1 号 1 頁。






（54）  岩﨑政明「経済的観察法をめぐる最近の論争」租税法研究 11 号 127 頁参
照。
（55）  「金子租税法」113 頁。酒の安売規制法も参照。
（56）  図子善信「税法概論（11 訂版）」42 頁。










（62）  拙稿「無利息融資と所得税法 157 条―平成九年東京地裁判決を契機とし
て―」国士舘法学 30 号 43 頁に引用。「平和事件」は、甲氏の事件の変型
である。
（63）  図子善信「税法概論（11 訂版）」40 頁。
（64）  「金子租税法」112-114 頁。
（65）  「金子租税法」115 頁。
（66）  「金子租税法」115 頁。今村隆「借用概念論・再考」税大ジャーナル 16 号
25 頁及谷口勢津夫「借用概念と目的論的解釈」税法学 539 号 105 頁参照。
（67）  「金子租税法」116-117 頁。たとえば、レポ取引における債券の売買代金


















（75）  拙稿「無利息融資と所得税法 157 条―平成九年東京地裁判決を契機とし
租税の分類及解釈に関する一考察　91





（78）  渡辺智之「タックスヘイブンなにが問題か」日本経済新聞平成 28 年 4 月
22 日付。中里実「タックスシェルターと租税回避否認」『キャッシュフ
ロー・リスク・課税』24 頁（有斐閣）。










年法律 6 号）、商船運航による相互免税取極外 5 件の協約（大正 15 年）や海











（88）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 3-4 頁。
（89）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 4 頁。拙稿「地価問題と北海道の税務行政
組織」比較法制研究にも数回登場する問題である。
（90）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 5 頁。
（91）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 10-11 頁。
（92）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 5-6 頁。
92
（93）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 44-49 頁。
（94）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 5-6 頁。荻田保発言。
（95）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 14-15 頁。国税については上巻 32 頁以下。
（96）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 16-18 頁。荻田保・平田敬一郎発言。
（97）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 21-22 頁。住民投票については、「税ってな
んだろう」第一章参照。
（98）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 41-43 頁。「金子租税法」16 頁参照。
（99）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 46 頁、245 頁。
（100）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 45-47 頁、奥野誠亮発言。
（101）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 49 頁、平田敬一郎発言。
（102）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 50 頁、奥野誠亮発言。
（103）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 56 頁、62-65 頁。
（104）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 51 頁、奥野誠亮・荻田保発言。
（105）  「明治財政史」第 6 巻 320-332 頁。
（106）  「明治財政史」第 6 巻 324 頁。松方正義は、当時、租税権頭である。
（107）  「明治財政史」第 6 巻 324-325 頁。松方正義が、地方官会議での激論を要
約し、評を下している。
（108）  「明治財政史」第 6 巻 336 及 361 頁。太政官布告の中でも重要なものしか、
上諭が付されていない。
（109）  「明治財政史」第 6 巻 362 頁。当時、フランス政府は、税制の中心を間接
税から地租を中心とする収益税に移そうとしており、フランス政府から、日
本の地租改正事業が賞讃を受けた。
（110）  「明治財政史」第 6 巻 362-392 頁。







（113）  山田二郎「固定資産税の評価をめぐる最高裁判決とその影響」税理 46 巻
14 号 16 頁。東京高判平成 14 年 10 月 29 日（判時 1801 号 60 頁）参照。
（114）  拙稿「世論調査にみる納税者意識の動向―『納税者の反乱』と『歳出の
反乱』を中心として」税務大学校論叢 13 号 285 頁。
（115）  日税研論集 66 号は、日本税法学会のドイツ財産評価法の翻訳に言及して
いないように見受けられる。
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（116）  阿部雪子「寄稿にあたって」地方税 2010 年 9 月号 19 頁。このプロジェク









（121）  「昭和税制の回顧と展望」上巻 48 頁、下巻 357 頁。
（122）  「昭和税制の回顧と展望」上巻 48 頁、松隈秀雄発言。





（126）  「明治大正財政史」第 7 巻 621-982 頁。
（127）  平成 27 年 12 月 15 日付日本経済新聞「検証・軽減税率」、平成 28 年 4 月
6～8 日付日本経済新聞「どうする消費増税（上～下）」、平成 28 年 4 月 7 日
































（145）  「税ってなんだろう」11 章・12 章。
（146）  「昭和税制の回顧と展望」下巻 570 頁、吉國二郎発言。なお、大倉真隆は、
シャウプ勧告で入っていた付加価値税は、所得型付加価値税であるという
（同 569 頁）。
（147）  大矢教詞・林豊文「消費税の単一税率維持について」税研 186 号 97 頁。
山本守之「消費税あれこれ」税務弘報 2016 年 5 月号 113 頁参照。
〔補註〕　脱稿後、「日税研論集 70 号」（「消費税の研究」）に接した。
